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分類 委員意見 対応（案）

１
事業実施
環境

（全般）

○「発災前の行動変容」「事前の合意形成」の事例分析に
ついて見ていくことはよいこと。ただ「出控え」などは
「発災時の行動変容」とするなど、若干整理が必要。
【屋井委員】

○「出控え」などは、発災後に起こす利用者の行動である
一方、発災前の災害予測に基づく要請を受け、事前の予
定変更等も含めた行動変容が必要であるため、ここでは
「発災前の行動変容」として整理

２
事業実施
環境

（分野別）

○電気や水道、通信といった復興復旧には、専門性を持っ
た民間の力が必要、民間が主導している業種に対しても
検証が必要。【近藤委員】

○建設・物流のほか、「警察・消防・自衛隊・ボランティ
ア等」「医療」「電力・通信・デジタル」も評価

３
事業実施
環境

（分野別）

○物流のほかにも、人流、特に公共交通等の人材不足も非
常に大きな問題。【屋井委員】

○「地域防災力の向上」に関する密接関連施策群を構成す
る施策「【国交】地域コミュニティ維持のための地域交
通網確保」として評価

４
事業実施
環境

（分野別）

○人材についてマイナストレンドがある。10年後、20年後
にどんな状況になるのかの分析し、その時間軸を見てお
くことが必要。【加藤委員】

○産業別就業者数の将来見通しの１つとして「2023年度版
労働力需給の推計（労働政策研究・研修機構）」を参考
（例）鉱業・建設業：477万人（2022年）→ 394万人（2040年）

○今後、i-construction2.0等の生産性向上の取組も踏ま
えつつ、フォローアップ時に関連データを確認
（例）建設：建設就業者の増減率、生産性向上比率、執行率 等

５
事業実施
環境

（建設）

○建設に関わる人材不足は大事な問題。業種ごとに男女比、
外国人の従業員数、職場環境の多言語化を確認するなど、
あらゆるリソースを活用して対応していることが見える
と問題点も明らかになる。【阪本委員】

○Ｒ５年度の建設業の女性比率、外国人従業員数を確認
（男女比）全就業者：483万人、女性就業者：88万人（18.2%）
（外国人）全産業：2,048,675人、建設業：144,981人（7.1%）

p５参照

６
事業実施
環境

（建設）

○建設分野では、匠の技やスキルを有する人材の高齢化が
問題であるが、AIの活用、技術のラーニング等を強化し
て技術を継承させることがi-Constructionの世界で可能
である。若者世代にこの新しい世界が魅力的で、新しい
創造性のある仕事だと訴求することで、社会的に価値の
ある仕事として国土強靱化を推進するための人材の成長
や価値づくりができる。【田中委員】

○今後の取組推進にあたって対応を検討

７
事業実施
環境

（建設）

○i-Constructionは、新しい技術をディープ化、ICT化し、
建設業に情報システムやICTに関わる若手技術者が関
わっていくことも大事。【鍬田委員】
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分類 委員意見 対応（案）

８

ハザード
マップの
認知・活

用

○避難指示を出しても実際に避難しなかったという話もあ
る。また、資料にも「ハザードマップを見たが、普段通
りの生活をつづけた」とあるが、その理由が分かればば
教示願いたい。【中村委員】

○ハザードマップ等を活用した行動変容の実効性向上に向
けた取組を確認

p６～８参照

９

ハザード
マップの
認知・活

用

○ハザードマップを知っているが、危険度合いが伝わらな
いという状況がある。しっかりと危険性を伝えることが
必要。【近藤委員】

１０

ハザード
マップの
認知・活

用

○ハザードマップが行動に繋がっていないのは、モードの
切り替えができていないから。災害危機時と平常時は
モードが違う。危機対応時と平常時では全然違う意思決
定が必要である。【小林議長】

１１

ハザード
マップの
認知・活

用

○ハザードマップの認知が課題である。教育とも関連する
ところでもあり、ハザードマップの活用に関して、文部
科学省で教育現場の中で、しっかりと活用するようにし
ていただきたい。【大串委員】

○教育の現場におけるハザードマップの活用状況を整理

p９参照

１２

ハザード
マップの
認知・活

用

○中小河川においてハザードマップは作成されているのか。
流域治水を推進している中で、中小河川は地元で完結し
ており、作成状況についてチェックができていないとい
う問題があるのか。【田中委員】

○都道府県管理の中小河川の洪水ハザードマップ作成に関
する定期調査では、令和６年３月時点で洪水浸水想定区
域の指定は約46％の中小河川で完了しており、それら河
川の洪水浸水想定区域が存在する約69％の市区町村で洪
水ハザードマップ（想定最大規模）の作成・公表が完了
するなど、作成も順次進められている状況

○引き続き、作成状況を確認しつつ、技術的・財政的支援
を行うとともに、本年９月の能登豪雨を踏まえ新たに対
応すべき課題を整理し、必要な検討を実施
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分類 委員意見 対応（案）

１３
データ
活用

○i-Constructionが非常に進んでおり、非常に効率の良い
仕組みが開発されている。そのi-Constructionで蓄えら
れたデータを災害時に使い、迅速な復興に繋げることや、
メンテナンスにも活用するところまでが強靱化である。
【大串委員】

○国土交通データプラットフォーム等の取組を推進

１４
データ
活用

○情報の一元化、ＩＣＴ化が進められているが、別々に個
別で行われている状況である。起こった災害に１対１で
取り組むことも大切だが、全体を通して一緒に取り組む
ことで全体を効率化できるよう、横断的に見たり、密接
に関係しているものを統合していくという取り組みも定
期的に行っていくことが必要。【臼田委員】

○総合防災情報システム（SOBO-WEB）等の取組を推進

１５
データ
活用

○事前対策の徹底が必要であり、災害時に使用するシステ
ムが、災害時にしっかり機能するよう、事前に使用でき
る状態になっているか、最新の情報になっているかなど、
事前に徹底的にやっているかを評価のポイントとすべき。
【臼田委員】

１６
復興事前
準備

○復興計画については、時間がかけられないからこそ、事
前に検討しておく。その際、住民が参加をしながら検討
を進めることが重要であり、災害時にどう行動するかを
行政と住民が共有することが合意形成。そのような事例
を収集し、提示、展開していただきたい。【屋井委員】

○復興事前準備の取組に関して、「住民参加型の事例」や
「行政職員のスキルアップの事例」を整理

p10参照

１７
復興事前
準備

「復興まちづくりのための事前準備ガイドライン」は行政職
員向きで住民向きにできていない。行政職員のスキルアップ
も重要だが、各分野の人材について、この分野を担っていく
行政の専門職員が少ないことが問題。【屋井委員】

１８
復興事前
準備

○復興ビジョンはある程度描けるが、それを実現するには、
今の国の事業だけでは足りないという議論がある。国も、
次の未経験の災害復旧に対し、どのような政策が必要な
のか被災前に検討しておくことが大事。【加藤委員】

○「官民連携強化」に関する密接関連施策群を構成する施
策「【国交】復興事前準備の推進」として評価
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分類 委員意見 対応（案）

１９
民間支援
（耐震化）

○能登半島地震等では、民間の建物や住宅の耐震化が進ん
でいないことが問題。このままでは、被害が甚大で、国
として対処が不可能となる。民間や個人の建物の耐震化
を促すなど、民へのアプローチが必要。【福和委員】

○「官民連携強化」に関する密接関連施策群を構成する施
策「【国交】住宅・建築物の耐震化の促進」として評価

２０
民間支援
（耐震化）

○建築物は、最低基準である建築基準法により設計されて
いる。１回の地震に対して命を守る分には良いが、その
後の生活や生業を維持する設計にはなっていないことの
周知が必要。また、長周期地震動の問題も大きく、石油
タンクのような重要施設と高層ビルでは、その深刻度の
度合いが違うことの認識も必要。【福和委員】

２１
民間支援
（保険）

○住家被害について、国が関与した保険の開発が必要。地
震に関しては進んでいるが、竜巻などにも対応した保険
を国も保険会社と一緒に開発したり、支援金を出すなど、
事業を促す取組が必要。【大串委員】

○「官民連携強化」に関する密接関連施策群を構成する施
策「【金融】災害保険や民間の防災・減災サービスの活
用・啓蒙活動の強化」として評価

２２
民間支援
（自助）

○個人や民間の耐震化に合わせてエネルギーの自立化等を
進めることも必要。【近藤委員】

○「ライフラインの強靱化」の「自立型の構築」に関する
密接関連施策群として評価

２３
フェーズ
フリー

○今回の対策案でフェーズフリーの概念を示していただい
た。平常時の取組が、どのように災害対応に繋がるかの
事例を積極的に収集していただきたい。【阪本委員】

○事例分析において整理

p11参照

２４
避難所
対策

○避難先でのアメニティについても、自分たちで簡単に
ベッドやトイレが使えるなど、有事に備えて訓練し簡単
に使えるように基準化・標準化が必要。【近藤委員】

○能登半島地震の検証結果を踏まえ、今後、対応予定

p12～14参照

２５
偽情報
対策

○SNSでの偽情報や被災地での盗難等の犯罪行為など、悪
意ある行動が、初動活動や復旧・復興に影響を与えるこ
とが危惧される。SNSの情報対応について、別の機関が
技術的に対応できるのか。【中嶋委員】

○「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方
に関する検討会」とりまとめを踏まえ、技術の研究開
発・実証等により対応中

p15参照

２６ 事業評価

○防災工事の費用対効果について、建設資材物価の高騰や
i-Constructionのような新たな技術革新は、費用対効果
にどのような影響が出るのか。【中嶋委員】

○費用対効果のコストは各府省庁が一定条件の下で算定
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建設業就業者（女性技能者、外国人技能者）

93,214 110,898 110,018 116,789 144,981 
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外国人労働者数の推移

その他 サービス業（他に分類されないもの）
医療、福祉 教育、学習支援業

宿泊業、飲食サービス業 卸売業、小売業

情報通信業 製造業
建設業

1,658,804
1,724,328 1,727,221

1,822,725

2,048,675

（人）

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出 出典：厚生労働省『「外国人雇用状況」の届出状況まとめ』[別表４]（令和元年～令和５年）を基に内閣官房にて作成
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ハザードマップ等を活用した行動変容の実効性確保
○ ハザードマップを活用した避難の実効性を高める取組として、住民一人ひとりの防災行動計画である「マイ・タイ

ムライン」の作成や、洪水時の浸水深等の情報をまちなかに標示する「まるごとまちごとハザードマップ」等の取
組を促進。

■マイタイムライン

出典：『鬼怒川緊急対策プロジェクト』進捗状況等について（R3.9月版）
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ハザードマップ等を活用した行動変容の実効性確保
○ ハザードマップを活用した避難の実効性を高める取組として、住民一人ひとりの防災行動計画である「マイ・タイ

ムライン」の作成や、洪水時の浸水深等の情報をまちなかに標示する「まるごとまちごとハザードマップ」等の取
組を促進。

■まるごとまちごとハザードマップ

出典：『鬼怒川緊急対策プロジェクト』進捗状況等について（R3.9月版）
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ハザードマップ等を活用した行動変容の実効性確保
⃝ 山地災害について、被害の未然防止・軽減のため、山地災害危険地区等の情報を周知するとともに、地域住民を対

象とした防災講座や防災訓練を開催するなど、警戒避難体制の整備に寄与する取組を推進。
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教育現場におけるハザードマップの活用状況
○ 高等学校の学習指導要領や、小・中学校の学習指導要領解説（社会編）において、ハザードマップを活用した学習

内容が示されており、各学校においては、これらを踏まえた指導が行われている。また、教師向けの指導参考資料
「実践的な防災教育の手引き」では、防災科学技術研究所「YOU＠RISK」、国土交通省「小中学生向けのマイ・タ
イムライン検討ツール～逃げキッド～」を使った実践事例を紹介。

■学校教育におけるハザードマップの活用例

出典：文部科学省「実践的な防災教育の手引き」より引用



復興事前準備の取組事例
○ 静岡県下田市では、復旧・復興体制手順の職員訓練を実施。被害状況や対象期間を設定した上で、各グループごとに

業務一覧表の作成や疑問点を書き出し、必要となる事前準備事項について意見交換や整理を実施。これらの取組を通
じて職員の復旧・復興のスキルアップに取り組んでいる。

○ 葛飾区では、復興まちづくり訓練の成果を住民向けパンフレットとしてとりまとめ、住民一人一人の普段からの取組
を呼びかけるほか、住民参加の下、復興までの流れの共有や被害想定に基づく復興まちづくり計画の検討を推進。

■住民参加型の事例■行政職員のスキルアップの事例
〇復興検討期間の設定（静岡県下田市の例）

〇業務グループごとの検討事項の設定

出典：下田市事前災害復興計画第２回復旧・復興体制手順の職員訓練説明資料 出典：葛飾区「高砂地区震災復興の進め方」

〇復興まちづくり訓練の成果
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出典：伊豆市「松原公園津波避難複合施設 Terrasse Orange toi について」

地域防災力の強化 津波避難複合施設の事例
○ 静岡県伊豆市において、全国で初めてとなる観光と防災を兼ね備えた「津波避難複合施設」を整備。
○ 災害時には津波避難タワーとして利用できるほか、平時はレストランや展望台として活用され、地域の観光にも寄与。
○ 定期的な意見交換をするなど地域住民と一体となって整備をすることで防災意識が醸成され、地域防災力が向上。
○ 令和６年８月８日に発生した日向灘地震に伴う「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」の発表後の社会経済へ

の影響を踏まえ、今後、災害リスクが内在する平時も想定したフェーズフリーな取組が重要。

 平成30年3月に津波災害警戒区域（海のまち安全避難エリア）及び津
波特別警戒区域（海のまち安全創出エリア）を指定。

 住民や全国からの公募により区域の愛称を決定（愛称を定めて区域に
対する地域住民の理解を促進）。

 津波防災地域づくりの取組の一つとして、『観光＋防災』のシンボル
的拠点の整備・活用を検討。

津波防災地域づくりの取組

出典：国土交通省「伊豆市・観光防災ＴＯＩプロジェクト」

「松原公園津波避難複合施設 Terrasse Orange toi 」

津波避難施設の整備

 防災と観光の機能を高度に融合させた、日本初の津波避難複合施設。
 地域に不慣れな観光客でも避難経路が一目で理解できるだけでなく、

日常的な散策で松原と海の壮大な景観を体験できる経路として設計。
 日常的に観光施設としての役割を果たすことで、利用そのものを避難

訓練とし、地域住民や観光客の日常的な防災意識を高める効果。

【災害時】一時避難スペース（避難面積600m2、避難者数約1,200人）
【平常時】地域交流の場、農林水産物等の物販、飲食の提供、

観光情報の発信、休憩所、展望台
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成
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令和６年能登半島地震に係る災害応急対応の自主点検レポート【令和６年能登半島地震に係る検証チーム】
令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ【内閣府】

課題 対応

初
動
対
応

災
害
応
急
対
応
の
強
化

災
害
対
応
の
強
化

被災状況
の把握

被災地の状
況把握の困
難性

ヘリ搭載カメラ・赤外線カメラ、定点カメラ、みなとカメラ、衛星画像、ドローン等の活用

交通状況の把握体制の強化（ITSスポット・可搬型路側機・AIwebカメラ・衛星データ・民間カーナビ情報等の活用）

災害情報伝達手段の多重化（防災行政無線等の設備の耐震化、非常用電源の強化等）、
通信復旧支援チーム（仮称）の設立、携帯電話事業者に対する要救助者の位置情報提供要請の積極的な活用

映像・画像情報の危機管理センターでの集約・分析

新総合防災情報システム（SOBO-WEB）を中核とした情報等の共有体制の構築

民間のデジタル人材等の災害時派遣制度の創設

被災地進
入策の強

化

被災地への
進入・活動
の困難性

陸路・海路・空路の確保・啓開に向けた事前計画の策定等

自衛隊航空機等での車両・資機材の輸送可否の確認、車両や資機材の小型化・軽量化等に関する技術的検討

早期のインフラ・ライフライン回復に向けた関係機関との連携体制の構築

被災地域
活動の円
滑化

被災地にお
ける活動の
困難性

現地対策本部における効率的な情報共有の方法の検討
（各省庁のリエゾン間の連携、情報共有のための窓口の明確化、共通のフォーマットの作成等）

地元消防本部等の体制強化（震災時の木造密集地域や津波時の浸水想定区域での活動を勘案した計画の策定、消防水利の確保、
消防水利の確保が困難である場合等における消火方策の検討、消火活動の省力化・無人化の促進等（無人走行放水ロボット等））

消防団の充実（消防団拠点施設の耐震化、小型化・軽量化された車両・救助用資機材等の整備、デジタル技術の活用推進、教育訓練体制の充実、
女性や若者など幅広い住民への入団促進に向けた広報の充実等）

TEC-FORCEの強化（資機材・措置等の充実、処遇改善、新技術の活用拡大等）、MAFF-SATの強化（資機材の充実、ヘリ・ドローンの一層の活用）

医療従事者の専門チームによる災害支援活動の強化（災害時感染制御支援チームの体系化、災害薬事コーディネーターの配備、
モバイルファーマシーの運用方法の整備、船舶を活用した医療提供体制の整備の推進等）

支援者活
動環境の
充実

被災地支援
活動拠点の
確保困難性

実効性のある受援計画の作成等による受援体制の構築の促進

寝袋、食料等の資機材や装備品等（季節装備、衛生関係、生活環境など）の確認、充実

外部からの支援者の宿泊場所や活動拠点の確保の在り方の検討（対策本部車・待機支援車、トレーラーハウス、ムービングハウス等の活用、国の庁舎等
の拠点機能の確保）、トレーラーハウス、ムービングハウス、コンテナハウス等の登録制度の構築

公衆通信網等の通信途絶に備えた通信ネットワークの強化、市町村役場をはじめとする重要拠点の通信確保に必要な携帯電話基地局、
光ファイバー等の一層の強靱化、復旧の迅速化

被害認定調査と罹災証明書交付の迅速化
（ドローン、航空写真の活用、日本損保協会の調査結果や航空写真等を被害認定調査に活用することを検討）

その他 道の駅の防
災機能強化

「道の駅」における資機材整備、備蓄の充実（非常用電源、太陽光発電、蓄電設備、雨水貯留設備、地下水活用設備、通信環境等）

過去の大規模自然災害の教訓に係る検証結果を踏まえた取組状況の確認 ～地震・津波～
■地震・津波（令和６年能登半島地震）係る検証結果を踏まえた取組状況の確認
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令和６年能登半島地震に係る災害応急対応の自主点検レポート【令和６年能登半島地震に係る検証チーム】
令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ【内閣府】

課題 対応

初
動
対
応

避
難
所
等
の
生
活
環
境
の
向
上

発災前の社会全体の
行動変容

備蓄・物資
調達の不足

市町村による十分な備蓄の実施、都道府県による市町村の備蓄状況を踏まえた広域的な備蓄の確保、
災害発生時に、直ちに備蓄状況を確認し、必要な物資を速やかに把握できる体制の整備

プッシュ型支援の更なる充実と円滑な調達（食品の品目の充実、物資調達・輸送調整等支援システムの活用の徹底等）

民間輸送・物流事業者のノウハウを生かすための事前連携（専門的ノウハウを生かすための、自治体と民間事業者間の事前連携の継続実施、物
資拠点での実働訓練等）、ドローン等を活用した孤立集落等への速やかな物資輸送の実現

避難所開設時からのパーティションや段ボールベッド等の備蓄や民間企業との連携、段ボールベッド等の簡易ベッドの設置訓練を促進、段ボー
ルベッドの規格化の検討、調達・設置の在り方の整理等

避難所における冷暖房設備等の整備・備蓄を促進、学校体育館等への空調設備の設置を促進

被災者の医薬品ニーズの把握や被災地における薬局の稼働状況等の迅速な把握のための体制構築

平時からの物資調達・輸送調整等支援システムを活用した備蓄についての適切な管理

災
害
対
応
の
強
化

水・電力・通信
の確保・復旧

インフラ・
ライフライ
ンの復旧に
時間を要し
たこと等に
伴う影響

関係者間での情報共有や必要なスペックの給水車の確保、可搬式浄水施設・設備の利用による水供給の代替性・多重性の確保の推進

「災害時のトイレ確保・管理計画」の作成、公共工事・民間工事での快適トイレの活用促進、被災地のニーズに応じてトイレカー・コンテナを
迅速に提供するための登録制度、自治体でのトイレカー等保有促進、道の駅等におけるトイレ機能等を有する高付加価値コンテナの配備・活用
の検討

防災井戸の設置や分散型の生活用水の確保の促進、水循環型シャワー等の新技術の活用等

指定避難所等への衛星インターネット機器等の新技術の導入、地域ごとに無線技術に知見のある者を中心とする体制を整備（仮称：通信復旧支
援チーム）

災害支援への移
動型車両

・コンテナ等の
活用

〃
災害時に活用可能な移動型車両・コンテナ等のデータベース作成（トレーラーハウス、ムービングハウス、コンテナハウス、トイレトレーラー、
トイレカー、トイレコンテナ、キッチンカー、ランドリーカー等）

地域の防犯対策
の充実 〃 地域の防犯対策の充実（防犯カメラ、ドローン等）

情報の共有・一
元化 〃 避難者の状況把握や円滑な避難所運営のためのマイナンバーカードの活用・避難者情報の集約等のデジタル化

その他 避難所運営
の困難性

避難生活環境の整備等の被災者支援の強化（責任体制の明確化、ボランティアとの連携強化、状況報告の体制整備、的確なニーズ把握方法の検
討等）

女性の視点を取り入れた避難所の生活環境の改善等

自宅や車中で滞在する被災者等の状況把握と支援、高齢者・障害者等の要配慮者が避難しやすい環境の整備（個別避難計画の作成等）

福祉的支援の強化に向けた体制の強化等（DWAT活動に関する制度見直し、社会福祉施設等の被害情報収集体制の強化、福祉従事者の確保・組織化等）

２次避難所等の開設に向けた必要な方法に関するマニュアルの整備等
13
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令和６年能登半島地震に係る災害応急対応の自主点検レポート【令和６年能登半島地震に係る検証チーム】
令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ【内閣府】

課題 対応

復
旧
・
復
興

生
活
基
盤
の
強
化

復旧・復興の迅速化に資
する地域の合意形成

将来想定される居住人口・産業
規模を勘案した持続可能な復興

事前復興まちづくりの取組の推進

長期的視点からの復興まちづくり（上下水道施設規模の適正化、施設の広域化・統廃合の可能性・被災時の機能確保方法の検討）

災
害
対
応
の
強
化

住まい・暮らしの
復旧・復興

住宅の再建、倒壊家屋の解体、
廃棄物処理

被災者ニーズに寄り添った多様な仮設住宅の早期確保

罹災証明交付後の速やかな公費解体の実施

液状化ハザードマップの作成促進によるリスクコミュニケーションの充実、耐震強化岸壁、内陸へ繋がる道路等、
一気通貫した施設の耐震化・液状化対策

津波避難路等を確保するための環境整備（避難経路整備等の推進）

感震ブレーカーの普及推進や密集市街地の整備改善等による火災予防の促進
（ハード（都市の不燃化等）・ソフト（地域防災力の向上）両面から取組を推進）

災害廃棄物処理計画の策定率向上と実行性確保に向けた災害廃棄物処理計画の見直し、災害廃棄物処理に関する外部人材の活用、民間団体
との連携強化

交通ネットワーク、
結節点の復旧・復興

災害に強い道路ネットワークの構築（多様な効果を適切に評価、高盛土及び集水地形箇所の点検・対策、
緊急輸送道路等における無電柱化の連続性の確保等）

空港の防災拠点としての機能強化

海上支援ネットワーク形成のための港湾の防災拠点としての機能強化、迅速な復旧のための資機材の備蓄

津波避難路を保全する予防治山対策の推進

上下水道等の復旧・復興

上下水道システムの「急所」となる施設及び管路の一体的な耐震化・強靱化

上下水道施設の迅速な復旧に向けた一体的支援、宅内配管の迅速な復旧に向けた事前の体制構築

防災井戸等による地下水の活用促進（代替水源としての活用）

電力の復旧・復興

電力会社における災害時連携計画に基づく復旧体制の確保

市町役場や病院、避難所等を優先した復旧、停電長期化のおそれがあるエリアに対する電源車を活用した代替供給

道路啓開の進捗と合わせた電力の復旧実施のための関係者との連携

LPガスの継続的供給体制の構築、ガス管の耐震化率の一層の向上

通信の復旧・復興
携帯電話基地局の強靱化・非常時における事業者間ローミングの実現（通信サービスの維持・復旧）

放送インフラの耐災害性強化と迅速な復旧のための関係者間の連携体制強化

子育て環境の復旧・復興
学校施設の耐震対策の推進（子供の安全確保）、避難所としての機能強化、
「被災地学び支援派遣等枠組み（D-EST）」の実施にむけた体制構築等

医療・福祉の復旧・復興 災害時に重要な役割を担う病院機能の確保

文化財・コミュニ
ティの復旧・復興 仮設住宅のコミュニティ維持 被災者見守り・相談支援等事業の円滑な実施

生
業
基
盤
の
強
化

復旧・復興の迅速化に
資する地域の合意形成

職を失った被災者の域外
への流出

被災地域における在籍型出向の支援、避難所における出張相談会の実施や、被災者向けの求人の確保

災
害
対
応
の
強
化

農林水産業の再建 地域特性（気候、地形等）
を活かした産業の復旧・復興

農地、ため池等農業用施設や治山施設等の被害把握、応急対応を実施するための体制の充実

漁港施設等の被害把握、災害に強い水産地域づくり

商工業・伝統工芸
産業の再建

地域に根付いた産業の
復旧・復興

中小・小規模事業者の再建や伝統産業・文化を継続するための支援

観光・サービス
産業の再建

地域経済を支える観光業等の
なりわい再建

地方運輸局内に設置された特別相談窓口において、活用可能な支援策の紹介等実施
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評価作業の流れ
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■各災害対応フェーズにおける取組状況の
  分析・評価
③ 過去の大規模自然災害に係る検証結果に

基づく対応状況を整理
 検証結果に記された「課題と対応」を整理
 検証結果に記された「対応」について、

取組の進捗状況を整理
（５か年加速化対策等との対応関係を整理）

 今後の対応の考え方を整理
（完了／継続／拡充等）
 必要に応じ新規施策を抽出、密接関連施策群

に追加

④ 住民意識の形成・民間企業の自発的取組
に係る事例分析

■各分野の人材・資機材の動向の分析・評価
⑤ 建設業、物流等

⑤警察・消防・自衛隊・ボランティア等
医療、通信・電力・デジタル

評価作業の流れ

密接関連施策群（案）の構成

災害外力・耐力の変化
への対応

社会状況の変化
への対応

事業実施環境の変化
への対応

横断的検討項目ごとに設定した
「評価の視点」に基づき、分析・評価を実施

⑥「密接関連施策群」ごとに推進方針・進捗状況を整理
 施策間連携や重点化の考え方
 KPI・補足指標（定義、経年の値、分母の値、目標の考え方等）

⑦「評価の視点」に基づく整理・分析の結果を整理
⑧ 事例分析を通じて施策推進上の留意事項等を整理
⑨ 実施中期計画に向けた考え方（推進が特に必要な施策等）を整理

① 令和６年能登半島地震等の災害経験から得られた知見に基づき「分類の視点」を設定
（分類の視点）Ⅰ．複合・二次災害への対応、Ⅱ．分散型の活用も含めた効果的なライフライン復旧、Ⅲ．過酷な環境下でのデジタル活用、

Ⅳ．生活・生業の持続性確保、Ⅴ．自立と連携の強化

② ①の視点に基づき、密接関連施策群を構成（必要に応じて分類を細分化）

第１１回推進会議で議論
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